
 

令和７年度第２回恵那市総合教育会議 

 

日時 令和８年１月 26 日（月） 

                         午前 11 時 00 分～ 

場所 恵那市役所 西庁舎 ４Ａ会議室 

 

１．あいさつ（市長・教育長） 

 
 
 
２．議題 
（１）学校給食の考え方について  Ｐ３～ 

 
 
 
 （２）小学校のプール授業について  Ｐ５～ 

 
 
 
 （３）令和８年度の主な事業（案）について  Ｐ９ 

  ① 教育・発達支援センターを核とした学びの支援について 

  ② 恵那南中学校における演技ワークショップの実施について 

  ③ ３歳未満児の育休退園の廃止（見直し）について 

  ④ 第 81 回国民スポーツ大会冬季大会スケート競技（スピード）の開催について 

  ⑤ 「佐藤一斎學びのひろば」の活用について 

  ⑥ 明知城跡総合調査事業について 

 

 

 

３．報告事項 

 教育職員の業務量管理・健康確保措置に関する 

「恵那市教職員の働き方改革プラン 2026」の策定について  Ｐ10～ 

 

 
 
 



 
令和７年度第２回恵那市総合教育会議名簿 

 

役 職 氏 名  備 考 

市長 小坂 喬峰  

教育長 岡田 庄二  

教育委員（職務代理者） 西尾 修欣  

教育委員 小栗 秀子  

教育委員 田 東洋  

教育委員 村松 訓子  

 
 
   まちづくり企画部 

まちづくり企画部長 鷹見 健司  

まちづくり企画部次長 
兼企画課長 

松田 泰明  

 
 

教育委員会事務局 

副教育長 工藤 博也  

教育委員会事務局長 鈴村 幸宣  

教育委員会事務局次長 
兼学校教育課長 

丸山 頼彦  

教育委員会事務局次長 
兼社会教育課長 

柄澤 史枝  

教育総務課長 纐纈 千尋  

教育総務課係長 志津 博光  
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学校給食の考え方について 

 

１．地産地消を通じた食育の推進と物価高騰への対応について 

（１）給食材料調達に係る基本的な考え方 

・給食材料（年間約３億円）の調達については、できる限り市内事業者からの調達

を基本とし、地域内での経済循環の活性化を図っている。また、子どもたちが地

域の農産物に親しみ、食への理解を深める食育の推進にもつなげている。 

・特に主食である米飯（週３～４回）に使用する米については、全て恵那市産米を

使用（年間約 400 俵）している。 

・副食に使用する恵那市産の野菜等の調達については、全体の２割程度となってお

り、地産地消や食育を更に進める上での今後の課題として捉え、市農政課と連携

しながら進めていく。 

  【参考：令和５年度市内産野菜の使用状況の主な品目】 

品目 年間使用量 内市内産使用量 

ねぎ 3,615 ㎏ 853 ㎏（23.59%） 

白菜 3,504 ㎏ 272 ㎏（7.76%） 

大根 7,599 ㎏ 534 ㎏（7.03%） 

玉ねぎ 17,406 ㎏ 297 ㎏（1.71%） 

きゅうり 5,326 ㎏ 222 ㎏（4.18%） 

キャベツ 12,386 ㎏ 269 ㎏（2.17%） 

 

（２）現在の物価高騰に対する給食費保護者負担の軽減対策 

・物価高騰に対する給食材料費への影響については顕著なものであり、本来であれ

ば材料費高騰分について保護者への負担を求めるところではあるが、子育て世帯

への負担を求めることなく給食費を据え置いている。（平成 26 年度から据置き） 

・給食費を据え置くために、週１回恵那市産の食材使用または市内事業者からの調

達を条件とした「エーナ給食の日」を設け、週１回分の食材費を市が負担するこ

ととしている。（エーナ給食の日は令和４年度から） 

 

２．国における学校給食費の抜本的な負担軽減について 

（１）趣旨 

国は子育て世帯への支援を強化する観点から、令和８年４月より小学校段階におけ

る学校給食費の抜本的な負担軽減 （いわゆる給食無償化）の実施に向けた準備を進め

ている。この取り組みでは、給食を実施する自治体に対し、国が給食材料費相当分に

ついて支援を行うものである。 

なお、中学校段階に係る給食費負担軽減に関する国の支援については、現時点では

未定である。 

 

R8.1.26 総合教育会議資料 
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（２）支援対象範囲 

給食を実施する公立小学校（特別支援学校小学部を含む） 

 

（３）支援内容 

自治体に対して、学校給食に要する給食材料費相当分を 「給食費負担軽減交付金

（仮称）」により支援していくという内容である。この交付金による自治体への支援

により、保護者から徴収している給食費が軽減されることになり、子育て世帯に対

する経済的負担の緩和が図られる。また、安定的な給食提供の実施についても期待

されている。 
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（３）令和 8 年度の主な事業（案）について 

 課名 事業名 概 要 

① 学校教育課 
教育・発達支援センターを

核とした学びの支援 

不登校児童生徒の居場所の確保と学びの支援の充実を図る。（教育支

援室「はなのき教室、むつみ教室」、校内教育支援センター、校内相談

室など） 

② 学校教育課 
恵那南中学校における演

技ワークショップの実施 

令和８年度に開校する恵那南中学校の生徒が安心して学校に登校し、

仲間づくりを行えるよう、演技ワークショップを実施する。 

③ 幼児教育課 
３歳未満児の育休退園の

廃止（見直し） 

現在、「キャンセル待ち」がいない場合のみ継続入園を認めているもの

を、令和 8 年 4 月からはこの条件を廃止し、継続入園を認めるよう、

制度の見直しを行う。 

④ スポーツ課 

第 81 回国民スポーツ大

会冬季大会 

スケート競技（スピード）

の開催 

令和 9 年 1 月 26 日から 30 日まで、岐阜県クリスタルパーク恵那ス

ケート場において、恵那市では 3 回目となるスピードスケート競技を

開催する。全国レベルの大会を児童生徒に体感してもらい、競技の普

及につなげる。 

⑤ 社会教育課 
「佐藤一斎學びのひろば」

の活用 

「佐藤一斎學びのひろば」を、先人に「まなぶ」拠点施設として活用を図

り、先人学習講座等の学習機会や企画展示等を通じて先人学習を推

進し、市民の郷土愛を育む。 

⑥ 文化課 明知城跡総合調査事業 令和 10 年度の国史跡指定を目指して発掘調査等総合調査を進める。
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教育職員の業務量管理・健康確保措置に関する 

「恵那市 教職員の働き方改革プラン2026」の策定について 
 

１ 趣旨 

  令和７年６月、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部改

正が行われたことにより、服務を監督する教育委員会は、「公立学校の教育職員の業務量の適

切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図る

ために講ずべき措置に関する指針」に即して、業務量管理・健康確保措置に関する計画を策定

した。 

２ 恵那市教職員の現状 

・令和７年度上半期（４月～10月） 

＊月平均45時間以上の時間外在校時間の教職員割合 34.7％ 

＊月平均80時間以上の時間外在校時間の教職員割合  2.8％ 

 

３ 目標 

 
（１）時間外在校時間の上限方針（原則） 

① １箇月あたり45時間まで  

② １箇年あたり360時間まで 

  

（２）正確な勤務時間の把握と指導 

① 正確な勤務時間の把握 

② 出退勤時間記録の労務管理への有効活用 

③ 退勤時刻上限の統一と退勤時刻上限を過ぎて勤務する場合の書面申告の実施 

（３）勤務時間を考慮した時間設定および早期退勤日等の推進 

① 勤務時間を考慮した時間の設定 

② 早く家に帰る日（ノー残業デー）の実施 

③ 長期休業期間における計画的な休暇取得の促進 

４ 計画の期間 

１年間の年度計画（更新） 

５ 実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

（１）教育委員会事務局の業務見直し 

① 学校への提出物・調査・コンクール等の要請の見直し 

② 学校訪問・研修等の見直し 

10



 

（２）学校における業務見直し 

① 会議等の見直し 

② 学校行事等の見直し 

③ 授業・学級経営・校務分掌の準備等の見直し 

④ 部活動の見直し 

（３）学校支援体制の整備と充実 

外部人材・関連団体との連携と学校を支える人材の配置・派遣 

（４）長時間勤務の解消に向けたその他の取組 

① 公務とされていない業務の実施方法の見直し 

② 地域や保護者に求める調整 

（５）ハラスメント・心身の不調等の速やかな察知と解決 

① 高ストレス教職員の把握と指導 

② 事案の速やかな察知と解決 

③ 管理職等のマネジメント力の向上 
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